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１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国の障がい者施策は、平成 5 年度に策定された「障害者対策に関する新

長期計画」により展開してきました。その後、平成 14 年に「リハビリテーシ

ョン」と「ノーマライゼーション」の理念を継承するとともに、障がいの有無

に関わらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の実

現を目指し、新しい障害者基本計画が策定されました。 

また、同時に「重点施策実施５か年計画」が策定され、障がい福祉サービス

の目標量が示されました。 

平成 15 年４月からは支援費制度が導入され、従来の措置制度にかわって利

用者が必要な障がい福祉サービスを主体的に選択できるようになりました。平

成 17 年４月には、発達障がい者の自立及び社会参加に関する生活全般にわた

る支援を図る発達障害者支援法、平成 18 年４月には、障がい者が地域で安心

して暮らせる社会の実現をめざすため障害者自立支援法が施行されました。 

また、平成 18 年 12 月に国連総会で「障害者権利条約」が全会一致で採択

されました。この条約は、「障がいのあるすべての人によるすべての人権及び基

本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し及び確保すること、並びに障

がいのある人の固有の尊厳の尊重を促進すること」を目的としており、この目

的を達成するため、必要な立法、行政措置を条約締結国に求めています。さら

に、障がい者を取り巻く状況として、詐欺や虐待など人権に係る事件・事故の

発生が見られることや地域生活への移行がますます進むことにより、障がい者

に対する権利擁護の重要性が増しています。 

平成 19 年 12 月には、障害者基本計画の後期５か年における諸施策の着実

な推進を図るため、新たな「重点施策実施５か年計画」が策定されました。 

愛知県においては、平成 13 年に「21 世紀あいち福祉ビジョン」を策定し、

「自立と自己実現を支える福祉」をめざした長期的な福祉の進むべき方向を定

めて、障がい者施策を推進しています。 
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本市においても、平成 9 年度に「ともに生きるまち春日井」をテーマとした

「春日井市障害者計画」、平成 16 年に「第 2 次春日井市障害者計画」を策定し、

障がい者福祉に関する施策を展開してきました。 

このような中で、社会生活環境、家族形態とその機能が大きく変化し、障が

いの重度化・重複化、障がいのある人の高齢化などにより福祉ニーズも多様化

してそれに伴う新たな課題も生じてきました。さらに、障害者自立支援法にお

いて、市町村においてサービス種類ごとの必要量の見込みと見込み量確保のた

めの計画として「障害福祉計画」の策定も義務付けられ、平成 18 年度に春日

井市障害福祉計画（第１期）を策定しています。 

本計画は、障がい者施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「第 2 次春日

井市障害者計画」の見直しを行うとともに、新たに障害者自立支援法に基づく

「春日井市障がい福祉計画（第２期）」の策定を行うものです。 
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２ 計画の性格 

本計画は、障害者基本法に基づく「障がい者計画」と障害者自立支援法に基

づく「障がい福祉計画」を一体的に策定するもので、これらの計画が整合と調

和の保たれたものとするため、両計画を総称して「障がい者総合福祉計画」と

しました。 
 
障がい者総合福祉計画 
 障がい者計画 障がい福祉計画 

根拠法令 障害者基本法 

（平成 19 年４月 1 日一部改正法施行）

障害者自立支援法 

（平成 18 年４月１日施行） 

性  格 障がい者の福祉に関する施策及び障

がいの予防に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、障がい者

のための施策に関する基本的な計画

（障害者基本法第９条） 

長期的な見通しにたって効果的な障

がい者施策の展開を図る計画 

各年度における障がい福祉サービス

の種類ごとの必要な量の見込み、見込

み量の確保のための方策などの計画 

位置づけ 国の「障害者基本計画」および愛知県

の「21 世紀あいち福祉ビジョン」を

基本とし、関連計画と整合を保った春

日井市総合計画の部門計画 

障がい者計画の生活支援に関連した

部分を中心とした施策の具体的数値

目標 

 
 
 

障害者基本計画 

２１世紀あいち福祉ビジョン 

春日井市障がい者総合福祉計画

第５次春日井市総合計画 

第３次高齢者総合福祉計画 

第２次地域福祉計画 

保健計画（改訂版） 

健康プラン２１ 

次世代育成支援対策行動計画 

人にやさしいまちづくり推進計画 
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３ 計画の対象 

この計画の対象範囲は、障害者基本法の理念に基づき、身体障がい者、知的

障がい者、精神障がい者、発達障がい者、障がい児および難病患者などとしま

す。このため、サービスの利用対象者は、各種手帳制度の認定による障がい者

だけでなく、より幅広く障がい者を対象とします。 

 

 

４ 計画の期間 

障がい者計画の期間は、平成２５年度までとします。 

障がい福祉計画の期間は、旧体系の福祉施設が新たなサービス体系への移行

を完了する平成 23 年度を目標として、第２期を平成 21 年度から平成 23 年度

の３か年とします。 

ただし、国、県などの動向・障がい者のニーズや社会情勢の変化に対応する

ため必要に応じて見直しを行います。 
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春日井市 

障がい福祉計画 

第 2期 H21～H23 

 

春日井市 

障害福祉計画 

第 1期 H18～H20 

春日井市障害者計画 

H16～H20 

春日井市障がい者総合福祉計画 

春日井市障がい者計画 

H21～H25 


